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【ポイント】 

・関東大震災から1年間の間に震災対応のための法律及び勅令が85本制定されている。 

・都市計画、復興事業関係でも、市街地建築物関係、特別都市計画法関係など16本が制定されてい

る。 

・本稿では、市街地建築物法の特例、帝都復興院、特別都市計画法、借地借家臨時措置法等の条文を

掲載する。 

 

1．はじめに 

関東大震災から 100年の本年、関東大震災に関する振り返りのなかで、法律又は勅令に関しては、戒

厳令などがよく論じられるものの、実際に施行された法律又は勅令の全体像については、充分に共通認

識になっていない可能性がある。また、正確な一次資料としての官報を確認することは今後の研究のた

めに不可欠と考える。 

このため、本稿では、国会図書館が提供している官報のデジタルアーカイブ1を用いて、関東大震災が

発生した 1923年 9月 1日から 1924年 8月 31日までの 1年間を対象にして、関東大震災への対応を内

容とする法律又は勅令を収集整理するとともに、特に、都市計画、復興事業に関係する内容について

は、そのポイントと官報の該当部分をデータとして示すこととする。 

なお、戦前の帝国憲法下での勅令については、帝国憲法第 8条に基づく立法的緊急勅令、同第 70条

に基づく財政的緊急勅令のほか、官制、官吏令など現行法では行政組織法にあたる内容は緊急時にかか

わらず勅令として定めていた。これらの勅令をすべて今回の研究では対象とする。 

 

2．関東大震災発生から 1年間に制定された法律及び勅令の全体像 

関東大震災から 1年間に制定された法律及び勅令のうち、関東大震災への対応を内容としていると位

置付けられるものは、表 1 のとおり、85件確認できている。日付は官報発行日である。なお、法律又は

勅令に用いられている旧字体は新字体に、カタカナはひらがなに変更している。 

赤のセルで塗りつぶした事項（23項目）は、特に、都市計画・復興事業に関係あるものである。この

うち、市街地建築物法関係、帝都復興院関係、特別都市計画法関係、借地借家臨時措置法関係と災害土

木費補助率関係については、3．において個別の条文を示す。なお、条文が不鮮明なのは、国会図書館

デジタルアーカイブでの官報の問題であり、不明な場合には国会図書館デジタルアーカイブで確認いた

だきたい。 

 

  

 
1 以下の URL 参照。https://dl.ndl.go.jp/collections/A00015?pageNum=0 
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表 1 関東大震災から 1年間に制定された法律又は勅令
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3. 都市計画・復興事業に関係する法律又は勅令の主な事項 

（1）仮設建築物に関する市街地建築物法の適用除外関係（表 1の行 19と行 61） 

1919（大正 8）年に交付された市街地建築物法について、仮設建築物、応急的な建築物に対して適用

除外とするものである。その後、1924年 2月 28日に期限を 1919（大正 9）年 8月末実まで延長してい

る。 

 

 

（2）帝都復興院関係（行 30，行 63，行 65） 

1923（大正 13）年 9月 27 日に勅令によって設置され、翌年 2月 25日に廃止、内務省外局として設置

された復興局に引き継がれた。 
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（3）特別都市計画法関係 

 耕地整理法の特例規定として、①行政庁施行を前提としていること、②建て付け地を施行区域の含

むことができること、③1 割減歩までは無償、1割を超える場合には補償することなどを内容としてい

る。 
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（4）借地借家臨時措置法 

 関東大震災によって被災した借家人に対して借地権の優先的な設定、裁判所による借地権設定などを

定めている。 
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（5）災害土木費国庫補助の特例 

 災害土木費についての国庫補助率の特例を定めている。 
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4．今後の課題 

 本稿では、関東大震災から 1年間の法律及び勅令を抽出し、特に重要と思われる、都市計画、復興事

業に関係する条文を明示した。今後は、もう少し抽出期間を伸ばしたうえで、帝国議会の議事録なども

参照しながら、これらの立法措置等についてどのような課題が指摘されていたのかを分析し、さらに、

現在の法制度との比較などを行っていく予定である。 

 

（佐々木晶二） 


